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＊対話型AI　中国で始動…百度、今月披露　ｱﾘﾊﾞﾊﾞも開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　当局統制で独自運用へ
中国で対話型の人口知能（AI）ｻｰﾋﾞｽが始動する。検索最大手の百度が3月に披露するほ
か、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などのIT大手も開発を急ぐ。米新興ｵｰﾌﾟﾝAIが開発した「ﾁｬｯﾄGPT」は中国で
利用できない。統制下で、他国とは異なった対話型AIの運用や利用が広がりそうだ。
・当局の統制下で始まろうとしている中国の対話型ｻｰﾋﾞｽ。浸透に向けては紆余曲折があり
そうだ。

＊中国、「高所得国」届かず…国民総所得、昨年1人1万2608㌦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｾﾞﾛｺﾛﾅで景気停滞
中国国家統計局が2月28日発表した2022年の国民経済・社会発展統計による、一人あたり名
目国民総所得（GNI）は米㌦ﾍﾞｰｽで、1万2608㌦（約172万円）だった。世界銀行が定める高所
得国の基準（1万3205㌦超）に達しなかった。景気停滞が長引き人民元安も進んだことから、
前年比0.9%増に留まった。
・都市内の格差が広がっている。ﾏﾝｼｮﾝ価格の高止まりが理由。将来に大きな望みを抱かな
い「寝そべり族」と呼ばれる若者が増える現状は、都内の格差がもたらした社会問題となって
いる。指導部は「共同富裕（共に豊かになる）」を掲げて、格差に取り組む。経済の安定成長と
の両立が大きな課題となる。

＊ｲﾝﾄﾞ6.7%成長、中国上回る…昨年GDP、英国を抜き5位
ｲﾝﾄﾞの2022年のGDP（実質国内総生産）は6.7%の成長となり、中国の伸び率を上回った。ﾄﾞﾙ
ﾍﾞｰｽの22年の名目GDPは約3兆3800億㌦（約460兆円）と英国を抜き、日本の8割に迫った。
中国が22年に人口減に転じたのに対し、ｲﾝﾄﾞは60年代まで人口増が続くと予測。内需拡大を
背景に高成長が続く見通しだ。国連は60年代までに17億人を予想。
・GDPの6割を占める個人消費の膨張が長期の経済成長を支える。足元の懸念は6%近いｲﾝﾌ
ﾚだ。
・第一生命経済研究所の西浜ｴｺﾉﾐｽﾄは「内需が経済成長を牽引する一方、輸入拡大による
経常赤字が進んでいる」と指摘。ﾓﾃﾞｨ政権はGDPの製造業比率を25%に引上げ、人口増に依
存しない成長が目標。

＊北海道・千歳に国産半導体工場…ﾗﾋﾟﾀﾞｽ、5兆円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　水資源生かす「供給網作り　課題
最先端半導体の国内生産を目指すﾗﾋﾟﾀﾞｽは2月28日、北海道千歳市で同社として初の工場
を建設すると発表した。ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰなどに使われる「2ﾅﾉ」と呼ばれる半導体の量産を
2020年後半にも始める。複数の自治体が誘致に動く中で北海道を選んだ決めては、水資源
や地の利、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰなどが豊富な点だ。工業ｲﾝﾌﾗに恵まれる半面、関連企業の集
積は一からのｽﾀｰﾄとなり課題も山積する。

＊昨年の日本　出生急減・80万人割れ…推計より11年早く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 経済不安の解消急務
厚生労働省は28日2022年の出生数が外国人を含む速報値で前年比5.1%減の79万9728人
だったと発表した。80万人割れは比較可能な1899年以降で初めて。国の推計より11年早い。
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で結婚や妊娠・出産をためらう人が増えた。若い世代の経済不安
を和らげ、出産に前向けになれる社会に変える必要がある。
・岸田文雄首相は「危機的状況だと認識している」と答えた。理想の数の子供を持たない夫婦
の77.8%が「お金がかかりすぎる」との理由。

＊①台湾　知られざる素顔…世論の隙、中国が突く
「2週間後に入隊してもらいます」。1/19日、台湾北部・新北市に住む温天祐（23）は地元区役
所からの電話に戸惑った。18歳以上の男子に課せられる、4ヵ月の義務兵役の招集通知だ。
一気に目が覚める思い。「台湾有事に現実味は感じていない。正直、台湾を背負って戦う愛
国心もない。でも中国と一緒になるのは怖いし、絶対に嫌だ」。では台湾は今後中国とどう向
き合うべきか――。急に問われた気がして心が揺れる。
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＊米中、景気回復に不安
■米家計の余剰貯蓄、年内にも底『債務膨張、消費に影』・・米国と中国で個人消費の先行き
に不安材料が目立つ。米国では家計の余剰貯蓄が減少し、年内にﾏｲﾅｽに転じる見通し。ｲﾝ
ﾌﾚや金利上昇で債務残高も膨らむ。中国では業種による回復ﾍﾟｰｽのばらつきがみられ、乗
用車など耐久消費財や不動産の消費に弱さが残る。経済を支える個人消費の失速が鮮明と
なれば、景気の持続的な持ち直しに重荷。
■中国、回復ﾍﾟｰｽにばらつき『車・住宅には弱さ』・・中国経済の回復ﾍﾟｰｽに偏りが出ている。
旅行や外食などｻｰﾋﾞｽ消費は堅調だが、住宅や耐久消費財の販売はなお弱い。2月の企業
の景況感は１月に続き改善したが、景気の安定回復には雇用改善などを通じて民間需要を
底上げする必要がある。
・第20期2中全会は「景気回復の基礎はなお不安定」との認識を示した。

＊ｸﾙｰｽﾞ船　待望の訪日客…3年ぶり寄港、消費浮揚期待
　　　　　　　　　　　　　今年1200回予定　ｺﾛﾅ前の6割回復
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で受け入れを停止していた海外ｸﾙｰｽﾞ船が1日午前、清水港（静岡市）に寄
港した。日本への寄港は3年ぶり。国土交通省によると、2023年の海外ｸﾙｰｽﾞ船の寄港数は
約1200回とｺﾛﾅ禍前の6割程度の水準まで回復する見通し。訪日客の旺盛な消費に期待が
集まる。
・国際ｸﾙｰｽﾞは企画から人員と船の手配、販促活動に時間を要するため「23年後半には正常
化に向かい始める」との声。

＊韓国ｸｰﾊﾟﾝ　EC収穫期…ﾛﾎﾞ活用で物流効率化
　　　　　　　　　　10～12月期　2四半期連続の営業黒字
韓国ﾈｯﾄ通販最大手のｸｰﾊﾟﾝが2四半期連続で営業黒字を確保した。「ｱﾏｿﾞﾝ流」の徹底した
先行投資で活用と会費の引き上げで稼ぐ力を高めた。もっとも株式市場では成長期待が薄れ
ており、事業の多角化と海外展開の加速でそうした見方を跳ね返えせるかが大きな課題だ。
・ｸｰﾊﾟﾝは米ｱﾏｿﾞﾝの事業ﾓﾃﾞﾙを徹底的に研究し、同社が未進出だった韓国でﾈｯﾄ通販事業
を拡大した。赤字をいとわずに先行投資を続けて国内100ヵ所の物流施設を築き、宅配ﾄﾞﾗｲ
ﾊﾞｰも自ら雇用して自前の物流網を築き上げた。

＊②
台湾の民主化・・台湾は戦後、中国大陸から逃れた国民党による独裁支配が続き、1990年代
にようやく大きな民主化を勝ち取った。だが、社会は親中派の国民党と対中強硬派の民主進
歩党（民進党）に分断。だが、民主化から30年、親中、反中に加え、温などの無党派層が今、
全有権者の4～5割に膨らみ、来年1月の総統選のｶｷﾞを握る。中国はそこをつく。
偽情報・・「蔡政権は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの死者数を隠蔽している」。22年5月、東部・花蓮の地方
裁判所。ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸに大量の偽情報を投稿したとし、37歳の男性の有罪判決が下った。過去5
年間、中国史時の立場で世論を操作しようとした。
ﾁｬｯﾄの買収・・「あなたのSNSに作ったｸﾞﾙｰﾌﾟﾁｬｯﾄを丸ごと私に売ってください」。民進党が国
民党に大敗した統一地方選の直前。民進党支持者が作ったｸﾞﾙｰﾌﾟﾁｬｯﾄが、匿名人物から買
収の打診を受ける。

＊③
中国の代理人・・「台湾では今、中国の『代理人』として世論工作に加担する台湾人が後を絶
たない」。台湾大学教授の洪貞玲は嘆く。規制しようにも立ちはだかるにはやはり世論。当局
が昨夏、SNS大手に偽情報の削除を義務付ける規制案を示すも「猛反対」を受ける。

＊NTTとKDDI　「6G」光通信を共同開発…消費電力1/100に「30年ﾒﾄﾞ」
NTTとKDDIが次世代の光通信技術の研究開発で提携する。通信回線からｻｰﾊﾞｰや半導体の
内部まで、光で信号を伝える超省ｴﾈの通信網の基盤技術を共同で開発する。情報流通の要
であるﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ（DC）は全世界の消費電力の約1%を占め、今後も確実に急増する。両社は
2024年中に基本的な技術を確立し、30年以降にDCを含む情報通信網の消費電力を100分の
１に低減することを目指す。携帯電話の次世代規格「6G」で世界標準を狙う。
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＊半導体大手10社の売上高増減率
　　　　（社名、22年10～12月期、【23年１～3月期（予）】）
　　❶ﾏｲｸﾛﾝ（米）（▴47%【▴51%】）❷SKﾊｲﾆｯｸｽ（韓）（▴38【▴50】）
　　❸ｲﾝﾃﾙ（米）（▴32【40】）❹ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ（米）（▴21【▴22】）
　　❺ｸｱﾙｺﾑ（米）（▴12【18】）❻ｻﾑｽﾝ電子（韓）（▴8【15】）
　　❼TI（米）（▴3【▴11】）➑AMD（米）（16【▴10】）
　　❾TSMC（台）（27【▴3】）➓ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ（米）（16【8)）

⦿業績底入れに対する言及も目立った
・TSMC（魏哲家）＝23年上期1桁台半ば～後半減収、下期増収予想
・AMD（ﾘｻ･ｽｰ）＝PC向けは1～3月期ﾎﾞﾄﾑ、下期回復
・ｲﾝﾃﾙ（ｹﾞﾙｼﾝｶﾞｰ）＝中国の回復期待、年後半を前向きにみる
・ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ（ｺﾚｯﾄ・ｸﾚｽ）＝生成AIの期待が-ﾀｾﾝﾀｰ向けの増収要因に

＊東南ｱ新車販売3%増…1月、16ヵ月連続ﾌﾟﾗｽ
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の1月の新車販売台数は、前年同月比3%増の25.7万台だった。新型ｺﾛﾅ
ｳｲﾙｽ禍からの景気回復が続いており、前年同月実績を16ヵ月連続で上回った。特に天然資
源の輸出などで経済が潤っているｲﾝﾄﾞﾈｼｱとﾏﾚｰｼｱが堅調だ。
・市場規模の大きいｲﾝﾄﾞﾈｼｱは12%増の9.4万台だった。前年同月比ﾌﾟﾗｽは8ヵ月連続。石炭な
どの資源輸出が好調で景気を持ち直す。韓国の現代自はｼｪｱを2.9㌽高め、4.3%とした。日本
車は9割超維持。
・ﾏﾚｰｼｱは19%増の4.9万台、3ヵ月連続のﾌﾟﾗｽ。国民車ﾒｰｶｰのﾌﾟﾛﾄﾝは輸出も含めて2.6倍に
増加。ﾀｲは6%減、3ヵ月連続減少。半導体の部品不足もﾏｲﾅｽ要因だ。

＊北朝鮮、食料難が深刻…「南部で餓死」韓国報道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　正恩氏、全農場に増産指示
・朝鮮労働党の中央委員会総会（党総会）の詳細・・金正恩総書記は全ての農場で収穫量を
増やすことを中心においた闘争」を指示した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ、天候不順、流通混乱の影響と
みられ、韓国聯合ﾆｭｰｽは「南部で餓死者」と報道。北朝鮮指導部は危機感を強めている。し
かし、生産拡大が思うように進んでいない。
・食料事情の悪化の要因・・新型ｺﾛﾅの影響の長期化が挙げられる。20年以降、外国との境
を封鎖した。中朝間の物流が止まった。自国の生産量も減った。それに金正恩体制は22年、
住民同氏の自由市場での穀物売買を禁じた。取引の統制により流通が混乱し、住民に食料
が行き届いていないと言う見方。

＊①ｸﾞﾗﾌﾞ、巨大ITとﾀｯｸﾞ…販促費圧縮へ路線転換
　　　　　　ﾃﾝｾﾝﾄ➤対話ｱﾌﾟﾘで配車、ｱﾏｿﾞﾝ➤顧客に地図ﾃﾞｰﾀ
東南ｱｼﾞｱの配車最大手ｸﾞﾗﾌﾞが巨大IT企業との提携を拡大している。中国のﾃﾝｾﾝﾄと配車
で、米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑと地図ﾃﾞｰﾀの提供で連携。赤字の常態化で多額の販売促進費を投じる
自前路線からの転換が必要になるなか、巨大企業との提携に活路を見出す。株式市場の評
価は厳しさを増しており、早期の収益改善が必要だ。

＊②
⦿ｸﾞﾗﾌﾞの主力事業の現状と課題（「」成長率、『』収益率、＝課題）
・配車（「50%」、『13%』）＝ｺﾛﾅ前74%回復。ｲﾝﾌﾚが続けば利用鈍る
・宅配（「▴4%」、『2%』）＝5割超のｼｪｱ、黒字に。市場鈍化、高成長無
・金融（「10%」、『▴3%』＝収益性の高い貸し出しに集中。黒字は26年
・地図（「▴11%」、『14%』=ｱﾏｿﾞﾝで地図開始、規模小で収益貢献小

＊半導体大手9社が減収…ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ需要減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑも伸び率鈍化（1～3月）
世界の半導体大手の業績が一段と悪化している。2023年1～3月期（一部2～4月期等含む）
は10社中9社が是年同期比で7減収となり、増収を見込む米ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑも伸び率が鈍る。顧客
の在庫調整でｽﾏﾎ向け等が苦戦し、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けなどにも波及する。経営陣からは年半ば
の業績底入れに期待する声もあがるが、中国景気の回復などが条件となる。
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＊②
・30年代以降、ﾉｰﾍﾞﾙ賞受賞減る➤一般に研究成果を上げてからﾉｰﾍﾞﾙ賞を受賞するまでに
20年～30年かかる。日本は21世紀に入り米国に次ぐ19人が受賞したが、殆どは80～90年代
のの業績が評価された。10年代以降に日本の研究成果が低迷しているのを踏まえると、30年
代以降の受賞が減る恐れがある。
・優れた研究成果が出にくくなっているのはなぜか➤・鈴鹿医療科学大学の豊田長康学長の
分析では04年の国立大学法人化で政府が配る運営費交付金を毎年１%減額したことで研究
力が低下した。
・若手研究者の待遇・研究環境の悪化➤若手研究者の待遇や研究環境も悪化した。大学の
正規教員に占める25～39歳割合は19年度に22%と90年代の3割超から減った。安定したﾎﾟｽﾄ
が少なく、将来不安から博士課程への進学が敬遠されている。

＊①先細る「ﾉｰﾍﾞﾙ賞人材」…30年代、受賞急減も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本、高評価研究者が半減
優れた成果を出す研究者半減➤日本で将来のﾉｰﾍﾞﾙ賞候補となる先端研究人材が減ってい
る。世界で注目される論文数はﾋﾟｰｸから2割近く減り国別順位では12位と2000年代前半の4
位から後退した。優れた成果を出す研究者も14年から半減し、躍進する中国との差が広がっ
た。日本発の革新が生まれにくくなっている。科学技術振興や人材育成が急務だ。

＊ｲﾝﾄﾞ・ｱﾀﾞﾆの会計不正疑惑…世界のESG投資　波紋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 相次ぐ株売却、指数除外も
ｲﾝﾄﾞのｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの会計疑惑がESG（環境・社会・企業統治）投資に波紋を起こしている。ﾉ
ﾙｳｪｰの年金はｱﾀﾞﾆ傘下の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ会社の株式を売却した。ｸﾞﾙｰﾌﾟの資金が石炭
投資に回るﾘｽｸなどを懸念した。ESGは見せかせで実態の伴わない「ｳｵｯｼｭ」が問題になって
いる。疑惑の段階でも売却しなければ資金の出し手の信認が得られないと判断した。

＊③
博士人材の活用➤研究者の卵である博士号取得者は19年度に1万5100人と人口で半分以
下の韓国（1万5千人）に抜かれた。博士号取得者は各国が育成し、米国や中国も約20年間で
2倍以上に増加だ。ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ大学ｱｰﾊﾞｲﾝ校の五十嵐啓准教授は「米国などと比べて日本は
若手研究者が独立して研究できるﾎﾟｽﾄと予算が格段に少ない」指摘。米国などでは官民が博
士人材を高度な専門性を持った即戦力人材として好待遇しており、博士号取得はｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ
の重要な手段だ。一方、日本は待遇が低く、非正規で働く人の割合が多い。
・先端研究は国力を左右する。底上げを急ぐ必要がある。

＊穀物輸出　黒海ﾙｰﾄ暗雲…「回廊」合意延長にﾛｼｱ難色
　　　　　　　　　　　ｳｸﾗｲﾅ収穫も急減「小麦1ヵ月ぶりに高値」
ｳｸﾗｲﾅから黒海を経由した穀物輸出に暗雲が漂っている。18日に迫る合意期限の更新につ
いてﾛｼｱが難色を示して揺さぶりをかけ、小麦の相場は一時1ヵ月ぶり高値を付けた。ｳｸﾗｲﾅ
での激しい戦闘を背景に穀物生産の低迷も深刻で、同国産に頼るｱﾌﾘｶなど「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻｳｽ
（南半球を中心とした途上国）」の食糧不安が再燃しかねない。
・ｳｸﾗｲﾅのｸﾌﾞﾗｺﾌ副首相は「155隻がﾎﾞｽﾎﾟﾗｽ海峡で行列している」と明らかにし、ﾛｼｱが意図
的に検査を遅らせていると批判した。

＊高級車価格、10年で2.8倍…「高額品指数」ﾜｲﾝ超す上昇率
　　　　　　　　　　富裕層、不動産感覚で投資（NSX/GT-R/ﾎﾟﾙｼｪ・・・）
高級車を投資目的で購入する動きが広がり、価格高騰を引き落としている。主要な高額品の
価格指数を見ると自動車は直近2.8倍となり、2022年の上昇率は25%と急速に伸びている。百
貨店の外商での取り扱いも始まっている。富裕層が車を資産形成のひとつと捉えているとみ
られ、新たな投資対象として存在感を高めている。

＊米の対中禁輸　人的侵害も的…遺伝子など28企業・団体追加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｳｲｸﾞﾙ弾圧関与で
米政府は2日、原則輸出を禁止する企業ﾘｽｸに中国の遺伝子ﾃﾞｰﾀやｸﾗｳﾄを扱う企業を加え
た。ｳｲｸﾞﾙ族など少数民族の弾圧や軍事転用に制裁を加える狙いがある。対中輸出規制の
業種が拡大し、先端技術を巡る米中の分断は一段と加速する。
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＊中国全人代の企業代表など…米規制対象から100人規模
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 半導体・資源を強化
中国で5日開幕した全人代の代表や助言機関の委員に、米国の規制対象企業のﾄｯﾌﾟらが100
人規模で選ばれた。中国経済をけん引してきたﾈｯﾄ大手の創業者が退き、半導体や資源分
野を重視する姿勢が鮮明になった。習近平指導部は米国に対抗する独自の供給網の構築を
急ぐ。
⦿主な全人代・代表などを出した企業（ｱﾝﾀﾞｰﾗｲﾝ企業は米国規制対象）
『軍系』➤中国核工業集団、中国航天科技集団、中国兵器工業集団
　中国電子科技集団、中国電子信息産業集団。『半導体・ﾊｲﾃｸ』
➤ｶﾝﾌﾞﾘｺﾝ、SMIC、ｾﾝｽﾀｲﾑ、ｱｲﾌﾗｲﾃｯｸ、上海華虹集団。
『資源』➤中国石油天然気集団、中国海洋石油集団、中国稀土集団、
　包頭鋼鉄集団、中国五鉱集団

＊後発・中国、先端技術で猛追…論文数は世界一に
　　　「YMTC➤ﾒﾓﾘｰ多層化200超」、「SMIC➤微細化で台韓に続く」
中国の半導体産業が先端分野で力をつけている。台湾や韓国、米国勢が先行するﾛｼﾞｯｸやﾒ
ﾓﾘｰ分野の半導体技術で追い上げ、基礎研究分野でも急速に存在感を高めている。危機感
を募らせる米国は2022年10月に半導体や製造装置の広範な輸出規制に踏み切った。対立が
先鋭化すれば、混乱を脱しつつある半導体供給網も再度亀裂を深めかねない。

＊①中国、自前で量産難しく…装置輸出規制、見えぬ着地点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 対立激化なら供給網懸念
中国の半導体製造装置について「全ての工程に関わる中国製装置をほぼ一通り揃えている」
（東大・丸川教授）と指摘。ただ自前で一貫して量産が可能なのは電流制御などに使うﾊﾟﾜｰ
半導体など成熟した技術世代を使う製品にとどまると見られる。現段階では「中国が米国の
製造ﾚﾍﾞﾙにｷｬｯﾁｱｯﾌﾟするのはｺｽﾄ面でも技術面でも不可能」（野木森氏）。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　資源囲い込み…ｼﾞｮｺ政権、銅・ﾎﾞｰｷｻｲﾄ禁輸
　　　　　　　　　　　脱炭素で需要　経済紛争のﾘｽｸ
ｼﾞｮｺ政権が、自国の天然資源を囲い込む動きを強めている。ｱﾙﾆﾐｳﾑの原料となるﾎﾞｰｷｻｲﾄ
や未加工の銅鉱石を輸出禁止にする。付加価値の高い川下産業への投資を促す狙いだが、
行き過ぎた資源ﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑに傾けば、自由貿易の流れを妨げ、外国と経済紛争を抱えるﾘｽｸ
を孕む。
・ｼﾞｮｺ氏は「原材料の輸出を縮小し、川下産業を育成し続ける」と強調。ﾎﾞｰｷｻｲﾄや銅に先立
ち、20年１月にﾆｯｹﾙの未加工鉱石を輸入禁止。加工品の輸出額が22年に468超ﾙﾋﾞｱ、鉱石
が中心だった14年の27倍、直近は20年以降、上昇基調。禁輸で加工産業への投資を期待す
る。
・「国内の加工能力不足や業界の反発を受け、ﾎﾞｰｷｻｲﾄの輸出を一部認める可能性はある。
禁輸を成功と位置づけ、資源の囲い込みの流れは「続くだろう」と話す。

＊中国、成長目標5%前後…全人代開幕「構造改革先送り」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2年連続下げ、景気回復を最優先
中国で一度の重要会議、全国人民代表大会（全人代、国会に相当）が5日、北京で開幕した。
李克強首相は2023年の実質経済成長率の目標を「5%前後」と定め、2年連続で引き下げた。
財政の拡張などで景気の回復を優先課題に据える一方、構造改革は事実上、先送りとなる
恐れ。
⦿中国の経済政策のﾎﾟｲﾝﾄ
『消費など内需拡大に注力』＝・GDP目標「5%前後」。・財政赤字のGDP
　比3.0%、ｲﾝﾌﾗ債発行枠過去最大。『対外外交』環太平洋経済連携協定（TPP）を参加推進。
『国内外ﾘｽｸ警戒』・半導体産業の挙国体制を整備。
　・金融監督の強化でｼｽﾃﾑﾘｽｸを防止

＊中国、成長鈍化も軍拡加速…国防費7.2%増、伸び拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台湾総統選見据え
中国の軍備増強が止まらない。5日発表した2023年の国防費は前年比7.2%増の1兆5537億元
（約30兆5500億円）だった。経済成長が鈍る中でも3年連続で伸び率が拡大した。24年1月の
台湾総統選を見据え、軍拡の手を緩めない姿勢を示した。
⦿習指導部は台湾統一をにらみ軍拡を進める（数字は22年、（）19年）
　　中国・陸上兵力　　41.6万人（40.8万人）
　　　　　・大陸間弾道ﾐｻｲﾙ　300基（90）➤米国本土攻撃も
　　　　　・中距離弾道ﾐｻｲﾙ　250基（80～160）➤ｸﾞｱﾑまで射程
⦿　台湾・揚陸艦　52隻（35）　弾道ﾐｻｲﾙ潜水艦　6隻（4）
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＊G7、ﾚｱﾒﾀﾙで連携…廃棄「都市鉱山」から回収
　　　　　　　　　　　　　　　EV・工具の要　中国に生産偏り懸念
ﾚｱﾒﾀﾙ（希少金属）の偏在に主要7ヵ国（G7）が懸念を強めている。世界生産に占めるG7のｼｪ
ｱは平均で8%に留まる。主要な中国などから供給が途絶えれば、EVや工具といった幅広い製
品をつくれない。米中対立が深まる中、G7は廃棄された電子機器からの回収で連携。日本は
技術供与で協力し、経済安全保障の強化を狙う。
・三菱ﾏﾃﾘｱﾙがEVなどの使用済みﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池からﾚｱﾒﾀﾙを回収する事業への本格参入
を計画する。廃棄の機器を東南ｱｼﾞｱから輸入し、再利用につなげている。
・ﾚｱﾒﾀﾙは枯渇するﾘｽｸが指摘されており、世界的な争奪戦が始まっている。調達の多様化
には都市鉱山の活用が欠かせない。

＊通信会社がｻｲﾊﾞｰ監視…攻撃を通報「秘密保護」に例外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 官民一体でｲﾝﾌﾗ防衛
政府は2024年にも通信事業者が自社のﾈｯﾄﾜｰｸ下でｻｲﾊﾞｰ攻撃を開始できるようにする。通
信内容の秘匿に配慮してﾒｰﾙなどの解析を禁止している現行制度に例外を設け、政府に報
告する仕組み作りをつくる。社会ｲﾝﾌﾗをｻｲﾊﾞｰ攻撃から守るために官民で情報収集能力を向
上する。
・抑止や対処の拠点となる在日米軍基地は日本の通信ﾈｯﾄﾜｰｸや電力を使っている。ｻｲﾊﾞｰ
攻撃で通信網などが損傷した場合、米軍の活動にも影響を及びかねない。

＊中国、共産党の直轄に…治安維持・金融・ﾊｲﾃｸ『機構改革案』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　制裁に対抗、統制強化
中国は治安維持や金融監督、ﾊｲﾃｸ部門を共産党の直轄とする組織改革を実施する。将来
の台湾統一と米国との対決を睨み、党による統治を厳格化して指導力を強める。台湾有事で
想定される西側諸国の経済制裁に耐えられるよう半導体ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝや金融ｼｽﾃﾑを整備し、
国内の情報統制を強化する。

＊①ｲﾝﾄﾞ、中国抜く市場可能性…契約履行、近代的法治がｶｷﾞ
2022年にGDPで旧宗主国の英国を抜き世界第5の経済大国になってなお高成長を続けるｲﾝ
ﾄﾞに期待が高まってきた。民間企業への締め付けが強まる中国に対する世界の企業や投資
家の見方が変わりつつあり、中国からｲﾝﾄﾞへ投資先新興国の主役交代が起きる可能性があ
る。
・米国に次いで世界第2のVC（ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ）投資市場である中国との比較では、18年の8
分の1から22年は約半分と差が縮まった。大企業の中国観も変わった。1日に在中国米国商
工会議所へのｱﾝｹｰﾄ調査で投資計画の中でも最も優先する投資先3ヵ国・地域に中国が含ま
れると答えた企業の割合が18年61%が45%に低下した。

＊②
・米中対立の激化は、半導体の供給網の不安定化も繋がるﾘｽｸを孕む。実は中国の半導体
産業への世界依存度は小さくない。「成熟品」「ﾚｶﾞｼｰ品」と呼ばれる非先端品に目を向ける
と、中国は製造能力ﾍﾟｰｽで2割近いｼｪｱを持つとされる。自動車や家電、産業機器など幅広
い製品で使われる分野で、中国は欠かせない供給元だ。
・対立が先鋭化すれば成熟品の分野にも波及しかねない。新型ｺﾛﾅ禍で混乱を期した半導体
供給網は、現在も危ないﾊﾞﾗﾝｽ上にある。

＊②
・政府・議会が賢い政策を打ち出せさえすれば、規模だけでなく、公共性や財産権の確実性
等の基本的な「品質」の面でも、中国にはるかに勝る大型市場経済を築ける可能性がある。
・ｲﾝﾄﾞの経済団体は政府との会合があると、代金の支払い遅延を指摘し早期支払いを要求す
る。大企業による中小納入業者への支払い遅延も多く、中小企業が資金繰りに困る。政府も
企業も売買契約という最も単純な契約を履行しない。提携や合弁事業など、より複雑で書面
化した契約でも、ｲﾝﾄﾞ企業はしばしば履行を阻み、訴訟沙汰になる。
・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟや大企業の投資先として民主主義のｲﾝﾄﾞは中国に比べた安全性を備えている。
その潜在力を生かすために必要な構造改革がまだまだ山積みされている。
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＊中国新車販売、15%減…1～2月　需要の先食い響く
中国汽車工業協会が１～2月の新車販売台数は、前年同期比15.2%減の362.5万台。22年末
に政府の取得税の減税やＥＶなどへの販売補助金を終了し、需要を先食いした影響がでた。
内訳は乗用車が15.2%減、商用車が15.4%減。好調だったのがEVやﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ（PHV）な
どの「新ｴﾈ車」で、20.8%増93.3万台。EVは8.4%増の66.2万台。PHVは68.6%増の27万台だっ
た。PHVは品ぞろえが増えている。BYDが前年同期比85%増。奇端汽車やﾃｽﾗも堅調だった。

＊中国CATL93%増益…前期最終600億円　EV電池が好調
車載電池の世界最大手、中国の寧徳時代新能源科技（CATL）が9日夜に発表した2022年12
月期決算は、純利益が前の期比93%増の307億元（約6000億円）。電池の原料高などの影響
で採算は悪化したものの、EVなど向けに出荷が伸びて増益を確保した。
・売上高は2.5倍の3285億元。主力の車載電池事業の拡大が全体を牽引した。同社は米ﾃｽﾗ
や独BMW、中国の上海汽車集団、ﾎﾝﾀﾞなど中国内外の自動車ﾒｰｶｰにEVなど向けの電池を
供給している。
・22年の世界の車載電池の搭載量は21年比９割増の191GW時で、市場ｼｪｱは37%と首位だっ
た。発電所や工場向けの蓄電池事業も好調だ。

＊ｲﾝﾄﾞ農薬勃興　工場投資相次ぐ…零細農家多く普及に課題
　　　『日産化学』原薬から現地合弁で、『ｺﾞﾄﾞﾚｼﾞ』除草剤等に61億円
農業大国ｲﾝﾄﾞで内外のﾒｰｶｰ各社が相次いで農薬の生産・開発投資に動いている。地元財閥
ｺﾞﾄﾞﾚｼﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟや独化学大手ﾊﾞｲｴﾙ、日産化学など顔ぶれは多様。害虫や雑草を駆除する薬
剤の需要を取り込む。ｲﾝﾄﾞは人口が世界最多の巨大市場ながら、零細農家が多く普及は遅
れている。各社の販売が広がることで食料供給の安定にも寄与しそうだ。
・ｲﾝﾄﾞの大手格付け会社ｸﾘｼﾙは国内外の需要が堅調なことから「ｲﾝﾄﾞの農薬産業は23年度
も2桁の増収が続く」と見る。

＊理研、企業にﾈｯﾄ公開…国産量子計算機　稼働へ「今月末　後押し」
理化学研究所は9日、国産初の量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを3月末にｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて使えるようにする
と発表。企業や大学に利用を促し、脱炭素に繋がる素材や画期的な新薬の開発を後押しす
る。量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの開発は米ｸﾞｰｸﾞﾙなど米中勢が先行してきた。危機の開発と現場での応
用を並行して進め、日本の産業競争力の確保につなげる。
⦿量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの国際競争が激化（企業名、性能・量子ﾋﾞｯﾄ、取組み）
・ｸﾞｰｸﾞﾙ（米）➤72＝19年にｽﾊﾟｺﾝ越えに成功。計算誤りの改善
・IBM（米）➤433＝22年に最先端技術を公表。川崎市に27量子ﾋﾞｯﾄ設置
・百度（中）➤36＝22年に新開発成果公表。素材開発・金融等の応用
・理化学研究所➤64＝3月末ｸﾗｳﾄﾞで公開。企業・大学の研究に利用

＊がん治療、ｳｲﾙｽが加勢…米新興が第2相治験、免疫薬と併用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　難治克服、再発抑制に道
ｳｲﾙｽを使ってがんを攻撃する「ｳｲﾙｽ療法」の開発が加速している。ｳｲﾙｽの感染力と攻撃力
を利用する方法で、米新興などが皮膚や前立腺など様々ながんで臨床試験を進める。免疫
の働きを利用するがん免疫薬などと併用すれば難治性のがんだけでなく、再発や転移を抑制
できる可能性があり、がん治療を変えると期待を集めている。
⦿がんｳｲﾙｽ療法の開発に取り組む主な企業
❶CGｵﾝｺﾛｼﾞｰ（米）➤ぼうこうがん❷TILTﾊﾞｲｵｾﾗﾌﾟｭ-ﾃｨｸｽ（ﾌｲﾝﾗﾝﾄﾞ）➤卵巣がん・頭けい部
がん❸ﾓﾌｯﾄがんｾﾝﾀｰ(米)➤乳がん❹ｼﾞｪﾈﾗｯｸｽ（米）➤難治性の卵巣がん❺第一三共➤脳
の希少がん❻ｱｽﾃﾗｽ製薬➤進行性固形がん等❼ｵﾝｺﾘｽﾊﾞｲｵﾌｧｰﾏ➤食道・胃がん➑ｻｰﾌﾞ・
ﾊﾞｲｵﾌｧｰﾏ➤骨の希少がん

＊ｼｰ、拡大から利益重視へ…ｹﾞｰﾑのﾃｺ入れ急務
　　　　　　　　　通販、金融と連携強化、欧印は撤退
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙを代表するﾈｯﾄ企業、ｼｰが拡大路線から利益重視へとｶｼﾞを切っている。主力のﾈｯ
ﾄ通販事業は金融業との連携を強化するほか、自社物流網の拡充などで効率化を加速。投資
家が採算改善へ圧力を強めていることが背景にある。足元の決算は上場以来発の最終黒字
を確保したものの、売上高の伸びは鈍化している。再成長には停滞するｹﾞｰﾑ事業のﾃｺ入れ
も欠かせない。
・ｼｰは22年、従業員の1割の7千人の人員削減等の大ﾘｽﾄﾗを実施、十分なｼｪｱが確保できな
い欧州・ｲﾝﾄﾞから撤退した。東南ｱｼﾞｱの金融事業については「長期の成長に欠かせない重要
なｴﾝｼﾞﾝ」とﾘｰ氏。



2023/3/12 指導部

2023/3/14 指導部

2023/3/14 指導部

2023/3/14 指導部

2023/3/14 東南ｱｼﾞｱ

＊李強首相、景気に危機感…民業圧迫の懸念も拭えず
　　　　　「中国5%成長『容易でない』」「米中分断『誰が得をするのか』」
中国の李強（ﾘｰ･ﾁｬﾝ）首相は13日の全人代閉幕後、初めての記者会見に臨んだ。「5%前後」
と定めた2023年の経済成長は「容易ではない」と厳しい景気認識を示した。米国の先端半導
体を巡る対中輸出規制などを念頭に、米中分断の動きをけん制した。
⦿李強首相が対応する主な課題
❶景気回復の推進➤・消費など内需拡大「5%前後」の成長目標の実現
❷少子高齢化への対応➤・法定退職年齢の引き上げ、子育て支援の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　拡充、社会保障制度の整備
❸経済金融ﾘｽｸの防止➤・不動産発のｼｽﾃﾑﾐｯｸｽﾘｽｸの防止
　　　　　　　　　　　　　　　　 ・中小銀行の統合など金融ﾘｽｸの防止
　　　　　　　　　　　　　　　　 ・固定資産税の導入など地方財政の再建

＊比ﾛﾍﾟｽ、電力軸に再成長…第2の柱「ﾒﾃﾞｨｱ」前政権と確執
　　　　　　　地熱発電・LNG、両輪に「医療など収益多様化急ぐ」
ﾌｲﾘﾋﾟﾝのﾛﾍﾟｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが主力の電力を軸に事業体制の再構築を急ぐ。歴代政権との確執を
経て第二の柱だったﾒﾃﾞｨｱ事業は力を失った。頼みの電力で脱炭素時代の顧客に選ばれる
会社へ、地熱電力で相次ぎ供給契約を獲得。火力では国産ｶﾞｽが枯渇に向かうなか、液化天
然ｶﾞｽ（LNG）の輸入も始める。医療など新たな収益源を確立できるかが焦点となる。
⦿ﾛﾍﾟｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの主な事業構成
『中核持ち株会社』➤・ﾛﾍﾟｽ・HD（本社＝ﾏﾆﾗ、ﾄｯﾌﾟ＝ﾌｪﾃﾞﾘｺ･ﾛﾍﾟｽ会長、
　　業績（21年度）＝売上1251億ﾍﾟｿ、利益15億ﾍﾟｿ、時価総額172億ﾍﾟｿ）
　「ｴﾈﾙｷﾞｰ部門」➤・ﾌｧｰｽﾄｼﾞｪﾝ（LNG輸入）・EDC（地熱発　設備容量大）
　「ﾒﾃﾞｨｱ部門」➤・ABSーCBN（前政権との対立で周波数失う、赤字続く）
　「不動産部門」➤（・住商と工業団地、ﾏﾆﾗ・高級街ﾛｯｸｳｴﾙも開発）

＊②
・組織改革・・党の力を強める一連の組織改革を、本土の市場参加者「上場企業にとって中長
期的に有利となる」（中国銀河証券）と礼賛。一方、外国人は不安を強める。国家の過度な関
与は反ってｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（技術革新）を抑圧し、人口減少下に残された数少ない成長原資である
生産性の改善を犠牲にするからだ。
・効率化・・日銀のﾜｰｷﾝｷﾞﾍﾟｰﾊﾟｰによると、中国の国有企業は民間企業に対して技術革新な
どを反映する「全要素生産（TFP）」水準が平均的に17%低いという。「国有企業の存在が、中
国の経済全体でみた資源配分の効率性を悪化させていた」と指摘。

＊中国、透ける「ｴﾈ確保」…ｲﾗﾝ・ｻｳｼﾞ外交正常化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中東関与　台湾有事睨む
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱとｲﾗﾝの外交正常化は世界のｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障にも影響を及ぼす。中国の習近
平指導部が両国の仲介に乗り出したのは、米国と長期対立をにらみ、ｴﾈﾙｷﾞｰの調達を確実
にするためだ。台湾有事に伴う米欧の経済制裁に対抗する思惑も透ける。
⦿中国の主な原油輸入元
　❶ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ17%❷ﾛｼｱ15%❸ｲﾗｸ11%❹ｵﾏｰﾝ9%❺ｱﾝｺﾞﾗ8%❻他
⦿ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの主な輸出先
　❶中国18.4❷日本9.9❸ｲﾝﾄﾞ9.6❹韓国8.4❺UAE5.4❻米国5.1❼他

＊①「習氏1強」海外ﾏﾈｰ流出…新興製造業に統制強める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 生産性向上の逆風
習氏は米国との対立を念頭に科学技術における挙国体制を宣言した。だが、国家による関与
を強めるほど、企業の生産性工場の逆風になる。外国人投資家は売り越しに転換している。
自立自強・・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などに対する統制は、共産党・政府に比肩するほど強くなった巨大IT
企業をたたくことが目的だった。一方、ﾊｲﾃｸ新興製造業に対する統制は、米中対立が激しさ
を増す中で、中国の「自立自強」をなんとしても実現することが目的だ。
党務と政府の分離・・習氏が鄧小平の権威を超え、毛沢東並みの権力集中を目指す野心の
表れでもある。中国の治安維持や金融監督も含め、鄧小平が提唱した「党務と政府の分離」
が逆回転している。



2023/3/14 経済

2023/3/15 経済

2023/3/15 経済

2023/3/16 経済

2023/3/16 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/3/16 経済

＊南ｼﾅ海通信網を妨害…中国、建設承認を保留
南ｼﾅ海で建設が進む海底通信ｹｰﾌﾞﾙを巡り、中国は他国・地域が参加するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを妨害し
始める。関係企業は南ｼﾅ海を避けようとしている。中国は事業体がｽﾊﾟｲ活動をすることへの
懸念を示したという。
・日本とｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのほか台湾と香港など結ぶ「SJC2」と呼ばれる建設中のｹｰﾌﾞﾙは、中国の
反対と時間がかかる許認可のために計画が1年以上遅れている。
・中国は台湾の中華電信、米ﾒﾀのｺﾝｿｰｼｱﾑが所有する海底探査に対する承認を数ヵ月間保
留をしている。「海底ｹｰﾌﾞﾙ配備の一環として米国の監視ｼｽﾃﾑが設置されるのを防ぐためだ」
と米国は指摘する。

＊ｲﾝﾄﾞの車販売11%増…2月、ｺﾛﾅ低迷の反動
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SUAM）がまとめた2月の乗用車販売台数は前年同月比11%増の29.1万
台。半導体不足の緩和などにより、10ヵ月連続のﾌﾟﾗｽだった。消費者心理の改善が追い風に
なっている。
・ﾒｰｶｰ別では最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが10%増の14.7万台。韓国・現代自は7%増4.7万台、地場大
手のﾏﾋﾝﾄﾞﾗ＆ﾏﾋﾝﾄﾞﾗも10%増で軒並みﾌﾟﾗｽだ。

＊中国排除のﾜﾅ、ｿﾌﾄも…ﾒﾘｶﾘやﾄﾖﾀが備え
東京・ﾒﾘｶﾘ本社。技術者がPCに集中し、自社のﾌﾟﾘﾏｱﾌﾟﾘで使用禁止のｿﾌﾄｳｪｱを使おうとして
いないか神経を尖らせる。自動検出ｼｽﾃﾑで異常表示されるたびに緊張が走る。
製品開発停止も・・一つのｱﾌﾟﾘやｼｽﾃﾑには多数のｿﾌﾄが組み込まれている。仕様が公開され
世界の技術者がｿﾌﾄごとに開発を請負、国際分業でｱﾌﾟﾘなどを作る。いわばｿﾌﾄのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰ
ﾝだ。この利点があだとなり特定のｿﾌﾄを狙ったｻｲﾊﾞｰ攻撃が急増。ｿﾌﾄの開発者も中国の関
係者が増えており、米国などが懸念を深めている。中国が関わるｿﾌﾄの利用が制限されれ
ば、企業の製品開発などが停止してしまう。
・米ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権は半導体などの先端技術を中国向けに開発・輸出する条件を厳しくする規制
を導入した。中国製品の利用を制限すれば、ｿﾌﾄの供給網が分断される可能性がある。

＊ｻﾑｽﾝ半導体　自国生産に軸足…31兆円新拠点、地政学ﾘｽｸ回避
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TSMC背中なお遠く
韓国ｻﾑｽﾝ電子が半導体生産の軸足を自国に据える。今後20年間で総額300兆㌆(約31兆円)
を投じ、ｿｳﾙ市近郊に受託生産の新拠点を建設すると15日に発表した。巨額投資をﾃｺに台湾
積体電路製造（TSMC）に対抗する。米中対立が先鋭化するなか、政府と連携した自国内の
半導体供給網の構築も狙う。

＊台湾IT19社　8.5%減収…2月、米中で需要落ち込み
巨大IT企業に多くの半導体を供給する台湾ﾒｰｶｰの業績低迷が鮮明になってきた。米中を中
心にﾊﾟｿｺﾝやｽﾏﾎの需要が落ち込んでおり、回復時期が見通せない状況だ。4社増収、15社
が減収だ。
⦿台湾主要IT各社の2月売上高（売上・億台湾㌦、前年同月比増減率%）
❶鴻海（iPhone生産）4020億台湾㌦（▴11.6%）❷TSMC（半導体生産）1381（11.1）❸ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ
（iPhone生産）922（8.4）❹ｸｱﾝﾀ（PC受託生産）833(▴8.1)❺ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体設計）303（▴
24.3）❻UMC（半導体生産）169（▴18.6）❼AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）160（▴37.4）➑南亜科技（DRAM生
産）20（▴68.5）
＊①ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政権　「変心」の米回帰…実現せぬ投資・領有権侵害・・・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 墓穴を掘った中国
ﾄﾞｩﾃﾙﾃ前政権の外交を踏襲し、親中路線を継続すると見られていた。ﾏﾙｺｽ氏は1月に中国、
2月に日本を訪問、それぞれ228億㌦（３兆円超）、130億㌦の投資約束を取り付けた。ところが
比ｲﾝｸﾜｲｱﾗｰ紙は「何十億㌦もの投資を約束しながら、狭いﾊﾟｼｸﾞ川にかかる2～4車線の橋し
か実行せず、我国の排他的経済水域で沿岸警備隊員を一時失明させる軍事ﾚｰｻﾞｰ使用した
他の国とは違う」と訪日の成果の方に軍配を上げた。
・任期中に何度も訪中し、数百億㌦の投資の合意文書を交わしたものの実現案件は半分もな
い。他方で海上での威嚇や人口島に軍事化、島々の一方的な行政区の設置といった中国の
不穏な動きばかり。



2023/3/17 経済

2023/3/17 経済

2023/3/18 経済

2023/3/18 経済

2023/3/21 経済

2023/3/21 経済

＊自動運転　街歩きに応用…ｶﾅﾀﾞ新興➤搬送ﾍﾞﾋﾞｰｶｰ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾊﾟﾅHD系➤観光用に車いす
⦿自ら動く便利な乗り物や道具の取り込み（企業、【種類】、内容）
　・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ子会社【椅子型】車椅子型で自動追尾、観光や福祉に活用
　・ﾙ・ﾃﾞｻﾞｲﾝ（久留米市）【ﾍﾞﾝﾁ型】複数の椅子、観光地を遊覧
　・ﾌﾟﾘﾌｧｰﾄﾞﾛﾎﾞﾃｯｸｽ（東京）【家具型】家庭で配膳に使える棚を動かす
　・日本IBMｺﾝｿｰｼｱﾑ【ｽｰﾂｹ-ｽ】視覚障害者を誘導
　・JR東日本など【立ち乗り型】最大3人、商業施設内の巡回

＊中国、財政赤字最大74兆円…今年15%増、3年ぶり前年超え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保障費の膨張続く
中国政府は2023年に過去最大の財政赤字を計上する。少子高齢化で社会保障費の膨張が
続き、赤字は3年ぶりに前年を上回る。地方財政は不動産関連の歳入が伸び悩むが、景気ﾃｺ
入れへｲﾝﾌﾗ債の発行枠は過去最大に膨らむ。人口流出などで経済が停滞した地域では将
来の破綻ﾘｽｸが高まりかねない。
・李強首相は「真剣に検討し十分に論証を重ね、適時着実に実施する」と語ったが、具体策は
なお見えない。

＊ﾅﾄﾘｳﾑ電池部材参入…ｾﾝﾄﾗﾙ硝子、量産へ「EV向け実用化睨む」
ｾﾝﾄﾗﾙ硝子は2024年にもEV向けなどで実用化が期待される新型電池の中核部材に参入す
る。ﾘﾁｳﾑの代わりにﾅﾄﾘｳﾑを主な原料に使う「ﾅﾄﾘｳﾑｲｵﾝ電池」向けの電解液の量産を始め
る。ﾘﾁｳﾑはEV電池などの需要が増える中、価格高騰や調達難の懸念がある。安定調達が
可能なﾅﾄﾘｳﾑを使う新型電池の商機をにらみ参入の動きが出てきた。

＊米政府、TikTok　売却指示…運営会社株保有　ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽに
中国発の動画共有ｱﾌﾟﾘ「TikTok」の世界戦略が再び瀬戸際に立たされている。米政府が中国
の字節跳動（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）に対し、TikTokを運営する傘下企業の株式を売却するよう指示した。
売却に応じない場合、米国内での一般利用が禁止される可能性があるという。ﾃﾞｰﾀ流出への
懸念や対中感情の悪化を受け、1億人超が利用する米国では一般利用の禁止が現実味を増
す。
⦿TikTok利用への対応
　❶米➤連邦政府の機器の使用を禁止❷加➤政府仕様機器ｱﾌﾟﾘ削除
　❸EU➤業務用ｽﾏﾎはｱﾌﾟﾘ削除、個人用ｽﾏﾎで業務は削除
　❹日本➤機密情報用の公用端末は利用不可

＊ﾎﾝﾀﾞ電動二輪　個人向け日本に…年内発売、30年に世界350万台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EV化、海外勢を追い上げ
ﾎﾝﾀﾞはﾓｰﾀｰで動く電動二輪車の個人向け商品を2023年内にも日本で発売する。一般向けの
国内販売が初めて。電動二輪全体では25年までに世界で10車種以上を出す。中国やｲﾝﾄﾞな
どを中心にﾍﾟﾀﾞﾙ付きや電動自動車を含めて全体で販売を増やす。販売台数は30年に21年
比で20倍以上となる世界350万台に高める計画で二輪車でも電動ｼﾌﾄを急ぐ。
・『電動二輪』最大市場の中国では➤「電動自転車」最高時速25㎞以下で走る。「電動ﾓﾍﾟｯﾄ」
50㎞以下。「電動ﾊﾞｲｸ」50㎞超のもの
⦿二輪車各社が電動化を急ぐ
❶ﾎﾝﾀﾞ➤25年まで電動二輪10車種投入❷ﾔﾏﾊ➤50年新車販売の50%を電動車に❸ｶﾜｻｷ➤
35年までに先進国の車種を非ｶﾞｿﾘﾝ車に❹ﾊｰﾚｰﾀﾞﾋﾞｯﾄﾞｿﾝ➤別会社ﾗｲﾌﾞﾜｲﾔｰを22年上場❺
BMWﾓﾄﾗｯﾄﾞ➤航続距離130㎞の電動ｽｸｰﾀ販売❻ﾔﾃﾞｨｱ➤電動専業でｷｯｸﾎﾞｰﾄﾞも。EUへ❼
ﾋｰﾛｰ・ﾓﾄｺｰﾌﾟ➤米新興ｾﾞﾛ・ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙｽﾞと提携

＊高度IT人材　日中の給与拡大…中国が7割高　日本は伸び悩み
日本の高度IT関連人材の給与が伸び悩み、ｱｼﾞｱで一段と見劣りしてきた。「ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ」
は中国との給与の開きは7割と、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍前の2019年時点の約3割から拡大した。
・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀなどを分析する「ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ」は中国の年収（最高額）が2350万円、日本は
1400万円だった。中国の方が950万円（7割）高く、19年に約400万円（3割）だった差は2.4倍に
なった。背景には円安進行と日本の給与が総じて伸び悩んでいるという事情もある。
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＊中国、先手の金融緩和（準備率下げ）…金融不安、波及警戒
中国人民銀行が金融緩和を強める。27日に市中銀行から強制的に預かるお金の比率を示す
預金準備率を引き下げて、銀行に融資拡大を促す。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを封じ込める「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政
策終了後も内需の回復の息切れなどに備えて先手を打つ。欧米で広がる金融不安への警戒
もある。準備率の引き下げは2022年12月以来で、0.25%下げる。
・預金準備率を早めに引き下げるのは、中国政府が経済の先行きに慎重な見方を崩していな
いためだ。「米金融政策の見通しが不透明、人民銀行は人民元の動向に目を配らねばならな
い」伊藤忠総研。

＊①成長の視野、海外へ…全人代　中国ﾄｯﾌﾟに聞（上）
習近平指導部が異例の3期目をｽﾀｰﾄ。ｺﾛﾅ禍が収束に向かう一方で米国との対立は深まり、
経済成長や人口増にも影が差す。習氏の目指す「強国」を狙う企業は成長の視野を海外に求
める動き。全人代の代表や全国政治協商（政協）委員を務める企業ﾄｯﾌﾟに聞く。
・『EV部品の供給拡大』（ﾗｯｸｽｼｪｱ・王来春董事長）
　――受託生産の拠点をどう配置していきますか
　「当社はﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾏﾚｰｼｱ、欧米などに拠点があり、需要に基づいて経営資源を配分してい
る。経済状況と供給網の競争力を重視している」
　――近年注力する「EV部品の勝算は
　「自動車向け電子部品の業界は消費者向けに近づいている、長年培った能力を発揮でき
る。奇瑞汽車と提携により当社のEV向けの部品の供給が広げられる」

＊②
　―—中国は科学技術で「自立自強」を目指す
　「研究開発の人材では、約15%が製品の基礎的研究、約85%が技術革新研究。今後は基礎
研究を重視。当社は人材の流出が少くない。
・『家電、企業向けに販路』（ﾊｲｾﾝｽ・賈少謙董事長）
　「ｺﾛﾅ感染拡大前の計画・25年に売上高を3千億元にする計画は変えてない。22年で41%
だった海外売上高比率を25年に50%に引き上げたい」「米国ﾃﾚﾋﾞ市場ﾃでのｼｪｱが10%以下だ
が、15～20%が目標。日米欧は規模を拡大し、東南ｱやｱﾌﾘｶは高い成長率をめざす」
　――供給網は万全ですか
　「ﾒｷｼｺに工場あり、欧州でも買収で生産の能力を拡大し、厨房向け電気製品に加え、ﾃﾚﾋﾞ
や冷蔵庫」も一緒に生産出来るようになった」「当社は民生用ﾒｰｶｰ。半導体は豊富で、世界
から購入している」

＊③全人代中国企業ﾄｯﾌﾟに聞く（下）
・『ｺｱ部品の内製化拡大』広州汽車集団（馮興亜経理）
　――23年の中国自動車市場をどう展望していますか
　「中国のﾏｸﾛ経済は徐々に回復、自動車の消費や産業発展を支える。新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売
は22年に過去最高を更新したが、23年も比較的大きな成長を維持する見通しだ」
　――部品の共通網（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ）をどのように整備していくか
　「独自ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの『AION』で、大規模な投資によりｺｱ部品の内製化を進めつつ、ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙのｻ
ﾌﾟﾗｲﾔｰを含む取引先のｺﾐｭﾆﾃｨｰを広げている。累計100億元以上投じて、核心技術を開発し
た」

＊④
　「供給網（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ）構築に200億元以上を投じ、電池会社を設立。広東省内のｻﾌﾟﾗｲﾔｰ
が全体の65%占める」
　――燃料電池にも力をいれている
　「22年に燃料電池車『ﾐﾗｲ』を発売。23年2月に広州市に広汽ﾄﾖﾀと65台のﾐﾗｲ投入し、ﾈｯﾄ
ｻｰﾋﾞｽを始めた。
・『新ｴﾈ車普及、35年に8割』精華大（欧陽明高教授）
　――EVでは中国勢が優位になっている、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪﾝｰﾝは整うか
　「新ｴﾈ車では中国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞがｼｪｱの主要部分を占める」「中国は供給網は整っている。中核部
品の車載電池の規模が世界ｼｪｱの70%を占める」
　「半導体の供給網は課題を抱えているが新ｴﾈ車は性能の要求が低い」
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＊ｷｬﾉﾝ、再生医療に参入…細胞培養装置事業を取得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 難病治療向け、ｺｽﾄ減
ｷｬﾉﾝが再生医療分野に参入する。包装機などを手掛ける京都製作所（京都市）が細胞培養
装置事業を取得。2026年をﾒﾄﾞに従来品よりも培養能力が10倍となる装置を販売し、ＡＩや画像
解析技術を活用して培養の効率を高める。細胞治療はがんや筋肉や骨の病気に加え希少疾
患などの治療法として期待されているがｺｽﾄや効率性などが課題。大手企業が既存事業を活
用して再生医療を広げる動きが活発になる。
⦿再生医療分野への参入が相次ぐ
・ｷｬﾉﾝ➤細胞培養装置事業に参入。ｺｽﾄを抑え、大量に細胞培養。
・日立➤京大とがん治療用他家細胞を自動培養する技術を共同研究
・武田➤京大IPS細胞研究所と同細胞技術の臨床応用を研究中
・ｱｽﾃﾗｽ➤再生医療で目の病気を治療する臨床試験を実施中
・住友ﾌｧｰﾑ➤IPS細胞でﾊﾟｰｷﾝｿﾝの治療の医師主導治験を実施中
＊「万能細胞」治験　実用化へ前進…ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病根治狙う
　　　　　　　　　　　　　 住友ﾌｧｰﾑ「米でもIPS」、ﾉﾎﾞ「日米欧でES」
臨床研究が中心だったあらゆる細胞・組織に分化する「万能細胞」で、実用化への臨床試験
（治験）が一段と進む。住友ﾌｧｰﾑは日本に続き、2023年中に米国でﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病患者へのIPS
細胞の治験を始める。世界大手のﾉﾎﾞﾉﾙﾃﾞｨｽｸは23年にも同病への胚性幹細胞（ES細胞）で
の治験に着手する。課題はなお多いが、豪州企業が患者の多い変形性関節症で最終治験を
始めるなど、難病などの根本治療を目指す。
・ｱｰｻｰ・ﾃﾞｨ・ﾘﾄﾙによると、新薬候補をﾍﾞｰｽにした「再生医療・遺伝子治療」の世界市場は30
年に6.8兆円と約10倍、12年は12兆円と推計。
＊米市場、景気後退に身構え…建機や素材、下落目立つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　FRB、23～24年成長見通し下げ
米株式市場で資源や建設用機器といった景気敏感株が下落している。22日まで開催された
米連邦公開市場委員会（FOMC）では、利上げ打ち止めの観測もあった中で0.25%の利上げを
決定。景気先行きに対する市場の楽観論は後退し、ﾘｽｸ資産である株式から米国債、金（ｺﾞｰ
ﾙﾄﾞ）といった安全資産へのﾏﾈｰ退避が鮮明になっている。
⦿米国で景気敏感株が下落（社名、（）内主な事業、株価騰落率）
❶ｼｬｰｳｨﾝ・ｳｨﾘｱﾑｽﾞ（塗料）▴4.3%❷ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ（航空機）▴4.2❸ﾛｲﾔﾙ・ｶﾘﾋﾞｱﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ｸﾙｰｽﾞ
船）▴4.2❹ｽﾁｰﾙﾀﾞｲﾅﾐｯｽ（鉄鋼）▴3.4❺ﾉﾙｳｪｰｼﾞｬﾝ・ｸﾙｰｽﾞ・ﾗｲﾝ・HD（ｸﾙｰｽﾞ船）▴3.2❻ｾﾞﾈﾗ
ﾙ・ﾓｰﾀｰｽﾞ（自動車）▴3.0❼ﾆｭｰｺｱ（鉄鋼）▴3.0➑ｾﾞﾈﾗﾙ・ｴﾚｸﾄﾘｯｸ（総合電機）▴2.8❾ﾏﾘｵｯﾄ・ｲ
ﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（ﾎﾃﾙ）▴2.7➓ｽﾘｰｴﾑ（工業製品・事務用品）▴2.6

＊韓国半導体素材　国産化じわり…日本の措置背景に利益倍増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 先端素材は代替進まず
韓国の半導体素材ﾒｰｶｰがｻﾑｽﾝ電子など自国の半導体大手との取引を拡大している。日本
の輸出管理厳格化を機に資材を国産化する機運が高まったためで、関連企業の合計営業利
益は4年間で倍増した。もっとも、産業全体でみると大きな変化はなく、先端素材で代替は進
んでいない。日本の措置緩和が国産化の風潮にどう影響するかが今後の大きな焦点だ。

＊ﾀｲ車生産6%増…2月、中国輸出がけん引
ﾀｲ工業連盟（ＦＴＩ）がまとめた2月の同国自動車生産台数は前年同月比6%増の16.5万台だっ
た。出入国制限の緩和を追い風に消費が回復しつつある中国への輸出が全体をけん引し
た。1～2月の生産台数も前年同期比6%増の32.7万台。各国が入国規制を緩めたことで、回復
基調に入った。中国や中東・ｱﾌﾘｶ、欧州などで引き合いが増している。
・2023年の生産目標は195万台、ｺﾛﾅ前の19年実績（201万台）下回る。

＊第一三共、新型がん薬で先行…2新薬候補、米で申請へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 抗体で標的狙い撃ち
世界の製薬会社が、抗体薬物複合体（ADC）と呼ばれる技術を使った新しい抗がん剤の開発
を競っている。がん細胞のみを狙い撃ちするため、従来の抗がん剤より効果が高いとされる。
先行する第一三共は2023年度にも、抗がん剤「ｴﾝﾊｰﾂ」に続く2つの新薬候補を米国で承認
申請する。ｴｰｻﾞｲや米ﾌｧｲｻﾞｰなど国内外の製薬大手も新薬開発に参入している。
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＊量子で変革、化学も車も…理研が計算機稼働　問われる活用力
　　　　　　　　　　　　　「半導体素材　開発早く」「EV用電池　高性能」
理化学研究所を中心に開発してきた次世代の高速計算機で国産初の量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰが稼働
した。政府や理研は2025年度に後続機を整備し、世界で激しさを増す開発競争で巻き返しを
図る。自動車や金融、化学、製薬を始めとする産業の変革に向け、利用企業には量子ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀｰの力を引き出す「活用力」が問われる。
⦿量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの「導入競争」も熱（分野、想定用途、導入企業）
・化学（素材開発）➤用途＝CO₂吸着剤、人工光合成、半導体材料、太陽光発電。
　　　　　 企業＝三菱ｹﾐｶﾙG、JSR、DIC、独BASF
・自動車➤用途＝EV用電池の高性能化、走行ﾙｰﾄの最適化、自動運転、生産効率化。
　　　　　 企業＝ﾄﾖﾀ、独VW、独ﾍﾞﾝﾂG、独BMW
・金融➤用途＝金融商品の価格算出、ﾘｽｸ評価、ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの最適化。
　　　　　 企業＝みずほFG、米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽ、米JPﾓﾙｶﾞﾝ・ﾁｪｰｽ

＊動画配信Viu、東南ｱｼﾞｱ席巻…現地化➤各地の方言対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無料版➤低所得者つかむ
香港の動画配信ｻｰﾋﾞｽ「Ｖｉｕ（ﾋﾞｭｰ）」が東南ｱｼﾞｱで急成長している。2023年の月間利用者数
は6600万人と、東南ｱｼﾞｱでは米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽを抑えて首位に立った。強みは低所得者層を狙っ
た広告付き無料配信や、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下の巣ごもり需要が縮小するなか、地方の開拓でさ
らなる利用者拡大を目指す。
・22年12月の利用者は6640万人。Viuを含むPCCWの配信ﾋﾞｼﾞﾈｽの22年12月期の売上高は
20.1億香港㌦（約340億円）。

＊中国、ﾐｬﾝﾏｰ安定へ仲介…難民帰還・国内紛争に積極的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資源調達網強化の思惑
中国がﾐｬﾝﾏｰ国軍と周辺国・国内勢力との仲介を積極化している。ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭに逃れた難民
の帰還を後押しするほか、少数民族の武装勢力との接触を重ねている。米欧がﾐｬﾝﾏｰ制裁を
強める間隔を突いて接近する格好。同国はｲﾝﾄﾞ洋と中国内陸部をつなぐ要衝で、中国は中東
方面からの資源調達ﾙｰﾄを盤石にしたい思惑がある。
・ﾐｬﾝﾏｰ国軍は歴史的に中国の影響力拡大への警戒感が強い。米欧からの制裁が強まり、
「中国や露の友好国との協力を深めるしかない」

＊建機、中国を輸出拠点化…日立建機やｺﾏﾂ、需要低迷で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 国外向けに汎用品生産
日本の建設機械大手で中国を汎用品の輸出拠点に転換する動きが広がっている。日立建機
は東南ｱｼﾞｱや欧州向けの輸出規模を拡大。ｺﾏﾂも生産能力を削減しながら輸出を拡大して
いる。中国は現地需要が低迷するものの、部品調達のし易さや人件費の面で生産拠点として
なお優位性がある。余剰能力を活用して供給網を再構築する。
⦿日本勢は中国拠点の役割を見直す
『日立建機』➤東南ｱや欧州向けの規模拡大。『ｺﾏﾂ』➤生産能力4割減の1万台、今期輸出規
模は前期の3倍。『ｺﾍﾞﾙｺ建機』➤中国生産能力5500台に半減。『住友建機』➤23年度輸出規
模前年比3割増

＊高度なAI開発停止せよ」…米署名活動にﾏｽｸ氏賛同
高度なAIの開発を一時停止するよう求める署名活動が米国で始まり、起業家のｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏
らが賛同していることが分かった。
・高度なAIの出現で人類が文明を制御できなくなる恐れがあるなどとして、米ｵｰﾌﾟﾝＡＩの対話
型ＡＩ「ChatGPT」の最新の基盤である「GPTー4」を上回るｼｽﾃﾑの訓練を、少なくとも6ヵ月間
中断するよう呼びかけている。
・日頃は規制の最小化を主張することが多いﾏｽｸ氏だが、AIに関しては「核兵器よりも危険」
であるとして政府の介入の必要性を訴えてきた。

＊EU方針を転換…EU、35年以降も容認『ｴﾝｼﾞﾝ搭載の新車販売』
　　　　　　　　　　　　 「CO₂ｾﾞﾛ」燃料、条件
欧州連合（EU）の欧州委員会とﾄﾞｲﾂ政府は25日、2035年以降も条件付きでｶﾞｿﾘﾝ車など内燃
機関車の新車販売を認めることで合意した。温暖化ｶﾞｽを排出しない合成燃料を使う場合に
限り販売を認める。EVかで先陣を切ったEUの政策方針が大きく転換する。
・合成燃料・・二酸化炭素と水素から人工的に作った燃料で、欧州で「e-Fuel(ｲｰﾌｭｰｴﾙ)」と呼
ばれる。二酸化炭素や再生ｴﾈﾙｷﾞｰによる電気で水を分解して生み出したｸﾞﾘｰﾝ水素を利用
する。CO₂はゼロ。



2023/3/31 経済 ＊中国電池大手、世界に軸足…国軒高科ﾄｯﾌﾟ「海外生産3割に」
EVの需要を取り組むため、世界ｼｪｱ6割を占める中国勢が海外に軸足。
⦿中国電池大手の主な海外展開
・CATL➤2022年12月、独で初の海外工場稼働、ﾊﾝｶﾞﾘｰやｲﾝﾄﾞﾈｼｱでも
　建設計画。ﾌｫｰﾄﾞの米国電池工場建設にも協力
・BYD➤初の海外工場を欧州で計画との観測
・CALB➤22年11月、初の海外工場建設でﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ政府と協力の覚書
・国軒高科➤初の工場を独で建設23年稼働、ﾍﾞﾄﾅﾑ、米国でも計画


